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長期的な視野に立って『エコビジョン2050』を策定

コニカミノルタグループは世界規模で事業展開するメーカーとして、地球環境の保全を経営の根本に据えています。環境トップランナーを目指し、
新たに長期的な環境ビジョン『エコビジョン2050』を掲げ、その達成に向けた第1次中間目標として『中期環境計画2015』を策定しました。 

地球温暖化防止は、全世界が長期にわたって取り組まなければならない最も重要な

環境課題です。コニカミノルタグループは、これまで製品ライフサイクル（生産、物

流、製品使用時）におけるCO2排出量の削減をグループ目標に掲げ、取り組んでき

ました。今後とも事業経営と環境経営を両立させ、より一層の成果を上げるために

は、単にこれまでの延長線上にとどまらず、長期的な視野に立ち、より高い目標に向

けた絶え間ない革新が必要だと考えています。 　　

　『エコビジョン2050』では、2050年までに製品ライフサイクル（調達、生産、物

流、販売・サービス、製品使用時）から排出されるCO2の量を、2005年度を基準とし

て80%削減する目標を新たに掲げ、第1次中間目標として2015年度までに20%

削減する『中期環境計画2015』を策定しました。2015年度以降も常に2050年を

見据えたステップアップ中期計画を策定し、『エコビジョン2050』の達成へとつなげ

ていく予定です。

　これらの目標を実現するための原動力は、技術革新にあります。地球温暖化防止

に向けて、照明の未来を担うと期待されている有機ELなどの領域でコニカミノルタ

の持つ技術を活用したいと考えています。

　コニカミノルタグループは、技術革新、そして地球環境の保全を強力に推進する

総合力によって、地球の将来を大切にする企業になりたいと考えています。
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製品ライフサイクルにおける二酸化炭素（CO2）排出量を
2050年までに2005年に比べて80%削減します。

決算数値

一 問
一 答

総資産は、前期末比524億円減少の9,180

億円となりました。この減少の主な要因は、

急激な世界景気の悪化に伴う売上高の減少により売

上債権が大きく減少したこと、設備投資の抑制により

有形固定資産が減少したこと、さらに、株式相場の下

落による投資有価証券の減少などが挙げられます。

なお、たな卸資産については生産調整に努め、前期

末比37億円減少の1,291億円となりました。

答

問 総資産が減少した
主な要因は何でしょうか。

純資産は、当期純利益の計上151億円など

により利益剰余金が増加しましたが、配当金

の支払いのほか、円高による為替換算調整勘定の減

少および株式相場下落による有価証券評価差額金

の減少などにより前期末比40億円減少の4,142億

円となりました。

なお、自己資本比率は前期末比2ポイント上昇の45%

となりました。2009年度は『経営方針〈09-10〉』に

沿って、バランスシートのスリム化およびフリー・キャッ

シュ・フローの創出に取り組んでいきます。

答

問 純資産はどのような
影響を受けたのでしょうか。

連結業績および成長分野への戦略投資の推

進などを総合的に勘案しつつ、株主の皆さま

へ継続的に利益還元することを基本とします。具体的

な配当の指標としては、連結配当性向25%以上を中

長期的な目標としています。自己株式の取得について

も利益還元の一策として、財務状況や株価の推移を勘

案しながら、適切に判断していきます。

答

問 配当方針について
教えてください。

当社グループの連結売上高は、前期比12%

減収の9,478億円、営業利益は同53%減益

の562億円、当期純利益は同78%減益の151億円

と減収減益となりました。いずれの事業分野において

も、第3四半期以降に急激に市況が悪化したことで、

販売数量が大きく減少しました。また、急速に進行し

た円高も大きなマイナス要因となりました。

答

問 2008年度の連結業績に
ついて説明してください。

第3四半期に入り、USドルおよびユーロを中

心に円高が進行したことにより、連結売上高

では、為替換算による減収要因が約８１３億円ありま

した。営業利益も同様に円高により約210億円の影

響を受けたほか、税制改正に伴う減価償却期間の短

縮や在庫評価の会計基準を変更したことによるマイ

ナス影響が約128億円ありました。営業外損益も円

高の影響を大きく受け、為替差損は72億円となり、

営業外損益が108億円の損失超過となる主な要因と

なりました。特別損益では、構造改善費用100億円、

株式市場の低迷の影響による保有株式の評価損38

億円などにより、121億円の損失超過となりました。

答

問 為替を含め、その他の
影響について説明してください。

地球温暖化防止を最大の基軸として『エコビジョン2050』を掲げ、環境経
営を推進し、かけがえのない地球を次世代に引き渡すために貢献します。




